
 

昭和 39年度 ～ 平成 年度
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・家庭教育学級の趣旨を踏まえて、各園や学校の協力・指導・助言を受けながら自主運営を強化する。
・家庭教育学級の必要性等を啓蒙し、学級の拡大と学級生の拡大を図る。
・家庭教育学級の内容充実のため、学級生対象の研修を行う。

手段改善

コメント

コメント
人間関係の基礎となる家庭の重要性について、再認識するた
めに、この研修により、学級生同志の交流・子育ての悩み・
情報交換・問題解決が可能であり、家庭教育の充実を図るこ
とができ、有効である。

事業内容は目的に沿ったものか、市として検証すべきであ
る。そのうえで学級生の全体研修を行い、学級の内容充実を
図ること。

今後の方向性

今後の方向性

継続★★★★

平成18年度

継続

学級数２６学級　学級生徒数１，２０１人　学習回数２４１回

改革により予
想される成果

・家庭教育学級の必要性等を啓蒙することにより、学級生の拡大や保育園での家庭教育学級拡大が進められる。
・家庭教育学級生への研修により、家庭教育学級の内容等が向上し、より家庭教育力の充実が図れるようにな
る。

平成20年度か
らの対応

・家庭教育学級の趣旨を踏まえて、各園や学校の協力・指導・助言を受けながら自主運営を強化する。
・家庭教育学級の必要性等を啓蒙し、学級の拡大と学級生の拡大を図る。
・家庭教育学級の内容充実のため、学級生対象の研修を行う。

平成21年度以
降の対応

各学級の研修テーマの下に、学級生の積極的な参加意欲を重視することに力点を置き、各学級の自主運営（計画
から実践まで）により、奉仕活動、施設見学、講話などの学習会を実施している。事業に要する経費として、交
付金を交付する。

一次評価

平成17年度
学級数２６学級　学級生徒数１，１０７人　学習回数２２９回

平成19年度

●評価指標

●事務事業の評価

事務事業名
所  管

手　段
（どのようなや
り方で）

事務事業の背
景・住民の意向

成　果
（どのような状
態にしたいか）

対　象
（誰・何を）

整理番号 12101- 000
社会教育課社会教育スタッフ
家庭教育学級事業

政　策 1-2-1　家庭教育の充実

●事務事業の位置付け
期　間
基本計画におけ
る位置付け

基本政策
根拠法令・要綱等 家庭教育学級の開設及び運営について（社会教育局長通知）

1-2-1　家庭教育の充実関連
政策

学級数２６学級　学級生徒数１，２６９人　学習回数２８３回

事務事業実績

幼稚園・保育園の園児、小学校・中学校の児童・生徒を持つ保護者

●事務事業の実績・投入コスト

自主運営を基本にするように指導している。見直し改善の
経過

年度

1-2　　安らぎのある家庭づくり

●事務事業の内容

家庭教育力の充実を図るため、共通の目的を持つ保護者が集まり、仲間づくりをしながら、相互に理解と信頼を
深め、新しい時代の家庭教育のあるべき方向や家庭が果たす役割等の再認識を図ることができる。

1-2-2　家庭環境の条件整備

教育基本法（平成18年法律第120号）により、家庭の教育、幼児期の教育、学校・家庭・地域の連携協力が新た
に提唱された。（同法第10条～13条）

家庭教育力の充実という共通の目的を持つ保護者が集まり、自主運営によって、さまざまな学習を体験する。目　的
（何のために）

観点別・一次評価（担当部署の評価）

二次評価（行政評価委員会の評価）

●改革プラン

二次評価 ☆☆☆

★★★★

★★★★
★★★観点別評価
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